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乳幼児歯科健診受診児の母親を対象とした
全国歯科保健実態調査における標本の代表性
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概要：わが国の成人歯科保健の実態把握を進める一環として，乳幼児歯科健診受診児の母親を対象とした歯科保健実態
調査を 4 県（神奈川・新潟・愛知・長崎県）で行い，市町村・都道府県・全国の各レベルにおける標本の代表性を検討し
た．調査地域は 4 県から層化無作為抽出した 33 市町村で，2005 年 11 月～2006 年 3 月にのべ 138 会場において乳幼児歯科
健診受診児の母親（平均 31.4 歳）を対象に口腔診査（平成 17 年歯科疾患実態調査に準拠）と質問紙調査（主として既存全
国調査の質問を採用：口腔の自覚症状，歯科保健に関する認識・行動，生活習慣，受診行動など）を行った．対象者数は，
口腔診査 2,786 名（受診率 65％），質問紙調査 3,301 名（回収率 77％）であった．

既存全国統計との比較では，う蝕・歯周疾患の有病状況の差はなかったが，未処置う蝕・喪失歯の保有者率は本調査が
低値を示した．質問紙調査では全般的に既存全国統計との差は少なかったが，飲酒習慣や歯科受診行動で差が認められた．
口腔診査の受診率および質問紙の回収率が各調査項目に及ぼす影響は全般的に小さかった．これらの調査結果は，対象と
なった 4 県の特性や乳幼児の母親という対象者の特性に起因する偏りを有することが認められたものの，全般的にみて，
ある程度の代表性の高さは確保されていると判断された．したがって本調査結果は，全国的な情報源として活用できると
考えられた．
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はじめに

わが国における成人の歯科疾患・歯科保健に関する全
国レベルの実態把握は十分とは言いがたい1）．現在の主
な情報源は厚生労働省による歯科疾患実態調査2）と国民
健康・栄養調査3）である．

このうち，歯科疾患実態調査は 1957 年から 6 年間隔で

実施され，近年受診率が低下傾向にあること2），また得ら
れる情報が口腔診査中心で歯科保健対策を検討するため
の材料としては情報量が少ない4）．

国民健康・栄養調査3）における歯科保健に関する調査
は 2004 年に開始された（以後 5 年間隔で実施される予
定）質問紙のみによる調査で，口腔の自覚症状や歯科保
健行動など幅広い情報が得られる反面，口腔状態につい
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